
効
率
的
な
行
財
政
運
営
を
目
指
し
て

効
率
的
な
行
財
政
運
営
を
目
指
し

効
率
的
な
行
財
政
運
営
を
目
指
し
てて

６
億
４
６
５
３
万
円
を
削
減

　
町
で
は
、
町
民
委
員
で
構
成
す
る
行
政
改
革
懇
話
会
の
提
言
を
受
け
、

平
成
　
年
か
ら
　
年
ま
で
の
５
年
間
を
計
画
期
間
と
す
る
「
山
田
町
行
政

１７

２１

改
革
大
綱
」
を
策
定
し
、
事
業
や
組
織
の
見
直
し
を
行
っ
て
き
ま
し
た
。

今
号
で
は
、
そ
の
実
績
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　
町
で
は
、
平
成
　
年
度
か
ら
　
年

１７

２１

度
ま
で
の
５
年
間
、
行
政
改
革
を
実

施
し
て
き
ま
し
た
。
改
革
の
視
点
は

▼
住
民
の
選
択
と
負
担
に
基
づ
き
行

政
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
分
権
型
社

な
か
っ
た
鯨
と
海
の
科
学
館
の
指
定

管
理
者
指
定
な
ど
　
項
目
に
つ
い
て

１５

は
、
実
施
の
延
期
や
現
状
維
持
と
し

て
い
ま
す
。　

年
度
か
ら
は
、
新
た

２２

な
行
政
改
革
大
綱
を
策
定
し
、
効
率

的
で
機
能
的
な
行
財
政
の
運
営
を
目

指
し
、
事
業
や
組
織
の
見
直
し
な
ど

を
進
め
て
い
き
ま
す
。

◆
問
い
合
わ
せ
　
町
総
務
課
秘
書
係

（
察
　－

３
１
１
１
内
線
４
１
３
）へ
。

８２

行政改革

会
▼
住
民
の
自
助
・
共
助
が
発
揮
さ

れ
る
住
民
協
働
に
よ
る
補
完
型
社
会

▼
地
域
の
さ
ま
ざ
ま
な
力
を
結
集
し

共
に
歩
む
自
律
的
な
行
政
組
織
事
事

の
３
つ
。
具
体
的
に
は
、　

の
改
革

６３

【行政改革大綱】

　町が行政改革の取り組みを示した

もの。町の進むべき方向を示した山

田町総合発展計画を具体的に推進す

るため、事業を見直して行政のあり

方や方向性を示す役割を担っています。

【集中改革プラン】

　行政改革大綱を実施するための計

画書。総務省の「地方公共団体にお

ける行政改革推進のための新たな指

針」に基づき定めたもの。

用　語　解　説

事
項
を
盛
り
込
ん
だ
行

政
改
革
大
綱
・
集
中
改

革
プ
ラ
ン
で
事
業
や
組

織
の
見
直
し
に
取
り
組

ん
で
き
ま
し
た
。

　
５
年
間
で
実
施
し
た

改
革
事
項
は
　
項
目
で

４８

達
成
率
は
　
・
２
％
。

７６

こ
れ
に
よ
る
経
費
の
削

減
効
果
の
額
は
、
概
算

で
６
億
４
６
５
３
万
円

と
な
り
ま
し
た
（
左
表
）。

　
期
間
内
に
達
成
で
き

削減効果額
（５カ年の合計）

主　　な　　項　　目

１　事務事業運営の合理化と効率化

―
　・各種施設の廃止（町民プール、大畑コミュ

ニティセンター）

1,835万円
　・各種事業の廃止（町政モニター、図書館車
運行）

3,180万円　・豊間根保育園の民営化

51万円
　・林産物展示販売施設（道の駅やまだ）の指
定管理者指定など

589万円　・簡易水道等施設維持管理業務の委託

―　・校務員業務の効率化

240万円　・非常勤公民館長の常勤職員兼任化

461万円　・敬老会事業の見直し

―　・電算汎用機の廃止、オープンシステム化

413万円　・馬指野簡易水道の上水道統合

―
　・民間活力導入推進指針、指定管理者指定ガ

イドラインの策定

２　総合性、機動性を備えた簡素で機能的な　
　　組織

―　・本庁組織、機構の再編成

5万円　・付属機関などの統合整理

―　・行政評価事務の実施

３　職員定数および給与などの抑制

３億6,675万円　・職員定数の縮減

―　・職員55歳昇給停止による給与などの縮減

1,622万円　・特別職の給与などの減額

1,055万円　・管理職手当の減額

5,544万円　・寒冷地手当の廃止

160万円　・旅費日当額の引き下げ

243万円　・時差勤務の実施

68万円　・職員の団体生命共済加入の取りやめ

―
　・人事行政の運営等の状況の公表に関する条
例の制定

４　職員人材の育成

―
　・人材育成に関する基本方針、職員の勤務評
価実施要領の策定

―　・職員応急手当法講習会の実施

―　・住民協働参画情報などの庁内ＬＡＮ掲示

５　住民協働による行政運営

―　・公募委員などの拡大と多重委嘱の抑制

―　・行政出前講座の実施

６　自立性の高い財政運営

1,015万円
　・各種補助金の見直し（納税貯蓄組合、山田町
社会福祉協議会、豊間根中学校自転車購入）

3,617万円　・議員定数の削減、議員報酬の減額

505万円　・借地賃借料の縮減

3,803万円　・臨時職員賃金の縮減

―　・事務改善運動の実施

510万円　・町税収納率の向上

3,062万円　・遊休資産の売却

―　・使用料、手数料の引き上げ

―
　・町税、使用料、手数料、水道使用料などの
収入未済額の縮減

◆平成１７年度～２１年度までの取り組み実績

【４】


